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全体として計10篇の個別研究より成り、そのうち 4 篇(第 1 章ないし第 4 章)は、執行関係訴訟にか







る。本論文第 1 章、第 2 章は、前者の問題を、また、第 3 章、第 4 章は後者の問題をとり上げている。






































































































第 2 章は、前者の問題を、第 3 章、第 4 章は後者の問題をとり上げている。












































































(4) 第 8 章では、民法 424条の規定する債権者取消権は、その行使により債務者の責任財産を保全
してこれに対する債権者の強制執行を準備するための制度に他ならないという認識の上に立って、
現在の判例・学説によって与えられている債権者取消訴訟の内容がこの制度目的に適合するもので
あるかどうかを検討している。とくに、学者がおおむね承認に傾いている判例上の相対的取消の理
論が、実は詐害行為により移離きれた財産の執行対象適格を回復せしめるに足らず、わずかに手続
構造の間隙をついて適格の欠如が表面に露呈するのを妨げるだけの意味しかもっていないことを指
摘するとともに、むしろ、強制執行の準備は移離された財産の帰属の復元によってではなしに、直
裁に財産の責任だけの復元によるをもって必要かつ充分とし、取消訴訟は詐害行為によって生じた
14 
財産帰属の否定を求めるものではなく、財産責任の変動のみを遡って消滅させて執行の可能性を開
く判決を求める責任訴訟であると解することによって、最も制度目的を達成しかっ詐害行為の否定
による取引安全への影響を最小限にくいとめる妥当な結果に到りうることを論じている。
本論文によって従来の責任説がもっていた理論上および実際上の問題点の多くが解明され、責任
説の大きな発展が見られたということができる。もっとも詐害行為取消権が強制執行の制度である
とする責任説の基本的立場そのものについては、詐害行為取消権の要件として、受益者および転得
者の詐害意思ゐf要求されていることとの関係で、問題の余地は残されている。
(5) 競落不動産引渡命令については、その機能が強制執行の実効性を左右する反面、債務者ないし
居住者にとっては生活の基盤を奪うことになる点て\深刻な利害の錯綜に裏けられた多数の判例相
互聞の混乱がみられるが、これに関する学者の論究は皆無であった。本論文第 9 章は、これを取り
上げ、とくに、競落不動産引渡命令を単純に不動産執行上の執行処分に過ぎぬとみてきた大審院判
例の不当を明らかにし、引渡命令は競売における売主たる執行債務者が買主たる競落人に対して負
担する実体法上の売買目的引渡義務を宣言して引渡執行の基礎たらしめる純然たる債務名義である
ことを論証し、この立場から引渡命令をめぐる諸問題の正当な解決を見出しうることを主張してい
る。
(6) 作為・不作為債権の強制執行は、民法と民訴法に規定が分れその内容も甚だ簡単で、あって、従
来の研究成果も非常に乏しい。本論文の第10章は、これを全面的に対象とし、とくに、代替執行・
間接強制・意思表示執行の特質の解明と個別的問題点の指摘がなきれている。
とりわけ、意思表示を命ずる判決を形成判決と解する見解の理論上の欠点を突き、給付判決と解
する見解の正当きを論証するとともに、意思表示執行の特質が明確にされている。
以上、本論文は、強制執行法の理論における未開拓の分野を、多くの独創的理論によって開拓し、
わが国の強制執行法の理論の発展に寄与したところが大きく、論者に法学博士の学位を授与するに十
分な価値をもつものと認める。
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